
建築基準法第１２条第１項および第３項の定期報告の報告時期と初回免除（大阪府内共通）

用途 検査済年度 検査済証交付期間
初回免除

の年度

１回目の

報告年度
Ｈ22～Ｈ24 H22年４月１日 ～ H25年３月３１日 Ｈ25年 Ｈ28年 1965 S40 1998 H10

Ｈ25～Ｈ27 H25年４月１日 ～ H28年３月３１日 Ｈ28年 H31/R1 1966 S41 1999 H11

Ｈ28～Ｈ30 H28年４月１日 ～ H31年３月３１日 H31/R1 Ｒ４年 1967 S42 2000 H12

H31/R1～R3 H31年４月１日 ～ Ｒ４年３月３１日 Ｒ４年 Ｒ７年 1968 S43 2001 H13

R４～Ｒ6 Ｒ４年４月１日 ～ Ｒ７年３月３１日 Ｒ７年 Ｒ10年 1969 S44 2002 H14

Ｈ23～Ｈ25 H23年４月１日 ～ H26年３月３１日 Ｈ26年 Ｈ29年 1970 S45 2003 H15

Ｈ26～Ｈ28 H26年４月１日 ～ H29年３月３１日 Ｈ29年 Ｒ２年 1971 S46 2004 H16

H29～31/R1 H29年４月１日 ～ Ｒ２年３月３１日 Ｒ２年 Ｒ５年 1972 S47 2005 H17

R2～R4 Ｒ２年４月１日 ～ Ｒ５年３月３１日 Ｒ５年 Ｒ８年 1973 S48 2006 H18

R5～R7 Ｒ５年４月１日 ～ Ｒ８年３月３１日 Ｒ８年 Ｒ11年 1974 S49 2007 H19

Ｈ24～Ｈ26 H24年４月１日 ～ H27年３月３１日 Ｈ27年 Ｈ30年 1975 S50 2008 H20

Ｈ27～Ｈ29 H27年４月１日 ～ H30年３月３１日 Ｈ30年 Ｒ３年 1976 S51 2009 H21

Ｈ30～Ｒ2 H30年４月１日 ～ Ｒ３年３月３１日 Ｒ３年 Ｒ６年 1977 S52 2010 H22

Ｒ3～Ｒ5 Ｒ３年４月１日 ～ Ｒ６年３月３１日 Ｒ６年 Ｒ９年 1978 S53 2011 H23

Ｒ6～Ｒ8 Ｒ６年４月１日 ～ Ｒ９年３月３１日 Ｒ９年 Ｒ12年 1979 S54 2012 H24

1980 S55 2013 H25

Ｈ29 H29年４月１日 ～ H30年３月３１日 Ｈ30年 H31/R1 1981 S56 2014 H26

Ｈ30 H30年４月１日 ～ H31年３月３１日 H31/R1 Ｒ２年 1982 S57 2015 H27

H31/R1 H31年４月１日 ～ Ｒ２年３月３１日 Ｒ２年 Ｒ３年 1983 S58 2016 H28

R２ Ｒ２年４月１日 ～ Ｒ３年３月３１日 Ｒ３年 Ｒ４年 1984 S59 2017 H29

R３ Ｒ３年４月１日 ～ Ｒ４年３月３１日 Ｒ４年 Ｒ５年 1985 S60 2018 H30

R４ Ｒ４年４月１日 ～ Ｒ５年３月３１日 Ｒ５年 Ｒ６年 1986 S61 2019 H31/R1

R５ Ｒ５年４月１日 ～ Ｒ６年３月３１日 Ｒ６年 Ｒ７年 1987 S62 2020 Ｒ2

1988 S63 2021 Ｒ3

1989 S64/H1 2022 Ｒ4

1990 H2 2023 Ｒ5

1991 H3 2024 Ｒ6

1992 H4 2025 Ｒ7

1993 H5 2026 Ｒ8

1994 H6 2027 Ｒ9

1995 H7 2028 Ｒ10

1996 H8 2029 Ｒ11

1997 H9 2030 Ｒ12

【初回免除について建築基準法】

※例）検査済証交付年月日が平成25年10月3日（用途：学校）の場合、特定建築物調査の初回免除は平成２８年度となります。
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建築設備

防火設備
(H29年度より開始)

一　法第１２条第１項の安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定める建築物について、建築主が法第７条第５項
又は法第７条の２第５項の規定による検査済証（新築又は改築（一部の改築を除く。）に係るものに限る。）の交付を受けた場合

法第１２条第１項の規定による報告の時期は、建築物の用途、構造、延べ面積等に応じて、おおむね６月から３年までの間隔をおいて
特定行政庁が定める時期（次のいずれかに該当する場合においては、その直後の時期を除く。）とする。

建築：施行規則　第5条第１項

二　法第１２条第３項の規定により特定行政庁が指定する特定建築設備等について、設置者が法第７条第５項又は法第７条の２第５項
の規定による検査済証（当該指定があった日以後の設置に係るものに限る。）の交付を受けた場合

一　法第１２条第３項の安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定める特定建築設備等について、設置者が法第７
条第５項（法第８７条の４において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）又は法第７条の２第５項（法第８７条の４に
おいて準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定による検査済証の交付を受けた場合

法第１２条第３項の規定による報告の時期は、建築設備又は防火設備（以下「建築設備等」という。）の種類、用途、構造等に応じ
て、おおむね６月から１年まで（ただし、国土交通大臣が定める検査の項目については、１年から３年まで）の間隔をおいて 特定行
政庁が定める時期（次のいずれかに該当する場合においては、その直後の時期を除く。）とする。

設備、防火：施行規則　第６条第１項

二　法第１２条第１項の規定により特定行政庁が指定する建築物について、建築主が法第７条第５項又は法第７条の２第５項の規定に
よる検査済証（当該指定があった日以後の新築又は改築（一部の改築を除く。）に係るものに限る。）の交付を受けた場合

※下記施行規則以外のもの（増築、用途変更等）は

 初回免除にならず、直近の対象年度より報告が必要


